
○ 所有者不明土地問題は国土の保全や円滑な土地利用を図る上での喫緊の課題であり、関係省庁が一丸と
なって解決に取り組むべき政策課題であると認識。

〇 総務省においては、これまでに、➀所有者探索に係る情報提供、②所有者情報の把握等による固定資産税
の適切な課税、③所有者不明土地等の円滑な利活用・管理の促進について取り組んできたところ。

① 所有者探索に係る情報提供
② 所有者情報の把握等による

固定資産税の適切な課税
③ 所有者不明土地等の円滑な

利活用・管理の促進

住民基本台帳ネットワークシステムの
利用範囲の拡大

→ 住基法の改正を通じ、所有者不明
土地の所有者探索に住基ネットの
情報の活用を可能に

※本通常国会においても改正法案を提出

現に所有している者（相続人）の申告
制度の創設

→ 所有者が死亡し相続登記がなさ
れるまでの間において、相続人に
対し、氏名・住所等の申告を求め
る制度を創設

※令和２年度税制改正
（令和２年４月１日施行）

地域福利増進事業に係る課税標準の
特例措置の創設・拡充

→ 地域福利増進事業の用に供する
土地等に係る固定資産税及び都
市計画税の課税標準の特例措置
を創設し、対象を拡充

※令和元年度・４年度税制改正
（令和元年６月１日施行・令和４年11月１日施行）

固定資産課税台帳の情報提供

→ 固定資産税の課税のために収集
した土地の現況の所有者情報に
ついて、所有者不明土地対策等
に資するため、関係省庁の求めに
応じ、法律の規定に基づいて提供

※平成24年度以降、順次対象を拡大

使用者を所有者とみなして課税する
制度の拡大

→ 所有者が不明な場合において、事
前に使用者に対して通知した上で、
使用者を所有者とみなして固定資
産税を課することを可能に

※令和２年度税制改正
（令和２年４月１日施行）

地方公共団体の所有者不明土地等
対策に対する財政措置

→ 地方公共団体が行う所有者不明
土地等対策の取組に係る経費に
ついて特別交付税を措置

※令和４年度創設
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